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○ 300km～500km程度の移動では鉄道の利用が増加しているが、300km未満の移動では
自動車へのシフトが、500km以上の移動では航空へのシフトが進んでいる。
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※バスは「自動車」の中に含まれている。（資料）国土交通省「貨物・旅客地域流動調査」
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新幹線の線路延長の推移

○ 平成９年以来、整備新幹線340.8ｋｍが整備され、現在の新幹線線路延長は2175.9km（平成３年度比
19%増）。平成２７年度末の新幹線線路延長は2764.5kmとなる予定（平成３年度比51%増）。

※山形新幹線、秋田新幹線は除く。

※九州新幹線（長崎ルート）については、
認可の日（平成２０年３月）から概ね１０
年程度で完成予定。
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整備新幹線の現状

－３－

平成27年度末完成予定

平成22年度末完成予定

平成26年度末完成予定
平成20年度末完成予定

平成22年度末完成予定

認可 （平成２０年３月） から
概ね１０年程度で完成予定

新潟

大宮

大阪
東京

新八代

鹿児島中央
平成１６年３月開業

長崎

博多

○南越･敦賀間

○福井駅部
平成20年度末完成予定

九州新幹線
（長崎ルート）

○博多･新八代間

○諫早･長崎間
（ｽｰﾊﾟｰ特急）

ﾌﾘｰｹﾞｰｼﾞﾄﾚｲﾝ

（ｽｰﾊﾟｰ特急）

平成22年度末完成予定
〈130km〉

〈21km〉

〈45km〉

武雄温泉

○武雄温泉･諫早間

〈31km〉

諫早

○金沢･南越間

平成１４年１２月開業

東北新幹線

盛岡

八戸
新青森

新函館

札幌

○新函館･札幌間

○新青森･新函館間

平成27年度末完成予定

北海道新幹線

北陸新幹線

長野

高崎
南越

敦賀

福井

富山
金沢

〈211km〉

〈149km〉

〈82km〉

〈68km〉
○富山･金沢間

〈170km〉
○長野･富山間

○八戸･新青森間

平成22年度末完成予定

〈86km〉

九州新幹線
(鹿児島ルート）

白山総合車両基地

新鳥栖

○ 北海道新幹線
新青森－新函館間

○ 東北新幹線
八戸－新青森間

○ 北陸新幹線
長野－金沢(白山総合車両基地) 
福井駅部

○ 九州新幹線(鹿児島ルート)
博多－新八代間

○ 九州新幹線(長崎ルート)
武雄温泉－諫早間

平成１６年１２月政府・与党申合せによる整備区間

平成26年度末完成予定

平成９年１０月開業

○ 平成16年12月政府・与党申合せに基づき着実に整備を進めている。

開業区間
建設中区間
新規着工区間
未着工区間（工事実施計画申請中）
未着工区間（工事実施計画未申請）
既設新幹線

凡 例

認可（平成２０年３月）から
概ね１０年程度で完成予定



Ｊ Ｒ
（新幹線の運行）

貸付料の支払

（受益の範囲）
＜上下分離＞

【整備方式】

鉄道・運輸機構

（施設の建設・保有）
＜公共事業方式＞

建設費の負担
(国2/3、
地方1/3)

国及び地方

○安定的な財源見通しを確保

２ １

財源スキーム（Ｈ２０年度事業費：３，０６９億円）

既設新幹線譲渡収入等
１，３４０

公共事業関係費
７０６

国
２，０４６

地方公共団体
１，０２３

（億円）

・安定的な財源見通しの確保

・収支採算性

・投資効果

・ＪＲの同意

・並行在来線の経営分離に

ついての沿線自治体の同意

すべて確認された
場合のみ着工

○基本条件の確認等

施設の

貸付

整備新幹線の整備方式

－４－
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既設新幹線譲渡収入（H17-H24）

Ｈ１６申合せの
総財源

約２７，０００億円

地方公共団体負担分(H17-H29)

公共事業関係費（H17-H29）

既設新幹線譲渡収入（H25-H29）

前倒し活用

（億円）

整備新幹線の財源

○ 平成２９年度までの安定的な財源は全て使い切っており、新規着工には新たな財源が必要。
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整備新幹線に係る検討状況

・政府・与党ワーキンググループを設置し、以下の諸課題等に
ついて検討を開始

・今年度末までに安定的な財源を確保する方策の目途をつけ
た上で結論を得るべく全力を傾注

・貸付料や根元受益について、ＪＲと意見交換を行うことを
決定

平成１９年

１２月１４日 政府・与党整備新幹線検討委員会

① 未着工区間の着工のための財源の確保
② 地方負担・償還が地方財政に過大な負担とならない
ようにするための措置

③ 並行在来線

平成２０年

１月２３日 第１回整備新幹線に係る政府・与党ＷＧ

２月１５日 与党 整備新幹線建設促進ＰＴ

２月２０日 与党 整備新幹線建設促進ＰＴ

・貸付料や根元受益について、ＪＲと意見交換
・ＪＲ各社は、現時点においては、諸条件が不確定であり、
貸付料は開業直前において決定されるべきものと主張

２月２７日 第２回整備新幹線に係る政府・与党ＷＧ

・国土交通省に対し、財源に関してＪＲとの調整を進め、
与党ＰＴに報告を行うよう指示

・九州新幹線（長崎ルート）武雄温泉・諫早間の着工のため
の基本条件について了承

３月１４日 与党 整備新幹線建設促進ＰＴ

３月１９日 与党 整備新幹線建設促進ＰＴ

・国土交通省からＪＲとの調整状況について報告
・論点について議論

・財源については、ＪＲによる貸付料や根元受益を中心に
検討を進めることに合意

・富山県知事から地方負担の軽減、青森県知事から並行
在来線への支援等の要望を聴取

－７－



中央新幹線の現状 ～手続のフロー～

中央新幹線

基本計画の決定

調査の指示

起終点：東京都～大阪市

主な経過地：
甲府市付近、名古屋市付近、
奈良市付近

調査の実施

・地形・地質等
①昭和４９年～平成元年

・調査箇所：甲府～名古屋間の山岳

トンネルの地形・地質等

・調査主体：日本鉄道建設公団

（国鉄改革前は、国鉄）

②平成２年～

・調査箇所：東京～大阪間の地形、地質等
急峻な山岳地帯や活断層、大

都市部の土地利用等を調査。

・調査主体：鉄道・運輸機構及びJR東海

昭和４８年 基本計画線に決定

昭和４９年～

・供給輸送力等
・施設等の技術の開発
・建設の費用
・その他必要な事項

まだ調査の指示は行われていない

営業主体、建設主体の指名

整備計画の決定

建設の指示

着 工

・走行方式

・最高設計速度

・建設費用の概算 など

新幹線鉄道の建設手順
（全国新幹線鉄道整備法）

工事実施計画の申請・認可

交通政策審議会への諮問が必要

－８－



中央新幹線の現状 ～最近の動き～

－９－

H19. 4.26 ＪＲ東海決算短信
・「平成３７年（２０２５年）に首都圏～中京圏での営業運転を開始することを目標としていきたい」

H19.12.25 ＪＲ東海プレス発表
・当社は、超電導リニアによる東海道新幹線バイパス（第一局面として首都圏～中京圏間）について、今後は
「自己負担」を前提に手続きを進めることとする。
・当社は、中央新幹線としての全幹法第５条の残余の調査の指示を可能な限り早期に受けたいと考えている。
・当社は、自己負担で推進する際の全幹法の適用にかかる基本的な事柄について確認しておくことが必要である
と考え、国土交通省に照会する。

同日 ＪＲ東海から国土交通省へ照会書の提出
・法令適用事前確認手続に基づき、民間企業が全幹法に基づいて中央新幹線プロジェクトを進めていくことに関
する照会

H20. 1.23 国土交通省からＪＲ東海へ上記照会に対して回答
・「全幹法では民間企業が建設主体となることも予定されている」旨回答

H20. 2.28 山梨県側より南アルプスにおける水平ボーリング調査を開始

H20. 3.19 長野県側より南アルプスにおける水平ボーリング調査を開始



中央新幹線の現状 ～地形・地質等調査 予定概要図～

－１０－
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新八代

鹿児島中央

博多

盛岡

八戸

長野

高崎

平成１６年３月開業 平成９年１０月開業

■北陸新幹線（高崎・長野間） ■東北新幹線（盛岡・八戸間）■九州新幹線（新八代・鹿児島中央間）
平成１４年１２月開業

・東京～長野の所要時間

開業前

1時間23分開業後
2時間56分

1時間33分短縮

・博多～鹿児島中央の所要時間

3時間40分

2時間11分
1時間29分短縮

開業前
開業後

・東京～八戸の所要時間

3時間33分

2時間56分

開業前

37分短縮
開業後

佐久平駅（新設）周辺では商業施設等
約100件が新規立地。

同地区の固定資産税収は3.6億円増加。

●

●

県外から鹿児島・桜島地区への
宿泊観光客数が約10％増加。

商業施設の新規進出等により、
鹿児島県内への経済波及効果が
年間166億円との試算も。

●

●

八戸地域の観光施設等活性化に加え、北
東北の大型観光イベントで観光客数が増
加。

●

アミュプラザ鹿児島
（鹿児島中央駅）

鹿児島県（鹿児島・桜島地区）の
県外宿泊観光客数

259 259
253

277 277

289

200

250

300

H13 H14 H15 H16 H17 H18

（万人）

0

開業
（H16.3）

9％増

さらに4％増

（年度）

整備新幹線の開業効果

○ 整備新幹線は、観光交流拡大や、商業施設の新規立地など、地域活性化に大きな効果があり、政府・与党申合せに基づき、

引き続き着実に整備を進める。

（出典：鹿児島地域経済研究所）

八戸三社大祭
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H14 H15 H16 H17 H18

開業（H14.12）

（万人）

71％増

さらに24％増
八戸三社大祭

（出典：青森県観光レクリエーション客入込数調査）

（出典：鹿児島県観光統計）
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同一ホーム乗換事業同一ホーム乗換事業同一ホーム乗換事業

○新八代駅

・新八代駅での九州新幹線「つばめ」と在来特急「リレーつばめ」の乗換を同一
ホーム乗換とし、乗換抵抗を軽減。

○新潟駅

・上越新幹線新潟駅連続立体交差化事業に併せて上越新幹線と羽越線の同一
ホーム乗換事業を実施中。

・完成後乗換時分：５分

－１２－

ス

新幹線整備効果の全国的な浸透

→新八代駅乗換時分：３分。

一枚の特急券で発売

「羽越本線の高速化と地域活性化に関する検討委員会報告書」より

新八代駅乗換

駅発車標、列車字幕に接続列車の行先を表示

○新幹線と接続する在来幹線鉄道については、同一ホーム乗換や、直通運転化等による接続の円滑化、時間短縮により、
新幹線の整備効果を全国的に浸透させるべきではないか。



山形新幹線

仙 台

盛 岡

←羽
越線

福島～山形

幹線鉄道等活性化事業費補助

大 曲

東

北

新

幹

線

東
京

↓

新 庄

山 形

福 島

秋 田

八 戸

秋田新幹線

盛岡～大曲

鉄道整備基金無利子貸付

盛岡～秋田間（平成９年 ９０８億円）
（鉄道整備基金無利子貸付）

福島～山形間（平成４年 ４６２億円）
（幹線鉄道等活性化事業補助）

山形～新庄間（平成１１年 ３５１億円）
（地元による事業）

山形～新庄

地元による事業（山形県補助）

○秋田新幹線（新在直通運転）

・いわゆる「ミニ新幹線」として、盛岡～秋田間において新在直通運転。

・鉄道整備基金による無利子貸付により整備

・秋田～東京間の所要時間：４時間３７分→３時間４８分（４８分短縮）

＜整備方式（地上設備）＞

秋田県
（無利子貸付）
１９６

岩手県
（無利子貸付）

４９

国
（無利子貸付）
２４５

金融機関
（借入）
２６

鉄道建設公団ＪＲ東日本 譲受

○山形新幹線新庄延伸

＜整備方式＞

山形県 補助
１３９

金融機関等 借入
２０４

（財）山形観光開発公社

ＪＲ東日本

全額無利子貸付

・山形県が観光公社を通じ、JR東日本に無利子貸付
・東京～新庄間の所要時間：３時間２７分→３時間５分（２２分短縮）

新幹線整備効果の全国的な浸透②

直通運転直通運転直通運転

※ミニ新幹線化
の事業費は、
当初予算ベー
スの総事業費

（単位：億円）

（単位：億円）

－１３－



在来幹線鉄道を対象とする現行補助制度

－１４－

六日町犀潟

北越北線

（六日町～犀潟）

平成元年度～平成９年度

事業費２２０億円（うち国費４４億円）

肥後大津

鹿児島中央

佐伯

児島

奥羽線（山形新幹線）

（福島～山形）

昭和６３年度～平成４年度

事業費２３７億円

（うち国費４７億円）

は、まちづくり事業連携

宇野線・本四備讃線

（岡山～児島）

平成１５年度～平成２０年度（予定）

事業費２７億円（うち国費７億円）

宗谷線

（旭川～名寄）

平成９年度～平成１１年度

事業費３２億円（うち国費６億円）

石勝線・根室線

（南千歳～釧路）

平成５年度（補正）～平成８年度

事業費１０６億円（うち国費２１億円）

日豊線

（大分～佐伯）

平成１３年度～平成１５年度

事業費２３億円（うち国費６億円）

豊肥線

（熊本～肥後大津）

平成９年度～平成１１年度

事業費３７億円（うち国費７億円）

国及び地方公共団体の補助率（同額補助）

高速化事業 ： ２／１０

まちづくり事業と連携した在来線の
高速化事業 ： １／ ３

・高速輸送体系の形成の促進を図るため、線形
改良や軌道強化等を行うことにより、在来幹
線鉄道の高速化を図る。
・駅周辺整備や立体交差化等のまちづくり事業
と連携し、相乗的な沿線地域の活性化を図る。

国 地方 鉄道事業者

第３セクター

施設改良・保有

鉄道事業者

貸付使用料

出資・補助 出資

補助

借入金等

南千歳

＜幹線鉄道等活性化事業費補助制度の概要＞



児島

高松

宇野

岡山

宇
野

線

宇
野

線

本
四
備
讃
線

本
四
備
讃
線

山
陽
新
幹
線

予讃線

茶屋町

【現状】

本州と四国を結ぶ重要な幹線鉄道にもかかわらず、岡山～茶屋町間

が単線のため、列車の待避・待合せによる所要時間のロスが発生

最高速度130㎞/hで走行可能な車両が導入されているにもかかわら
ず、地上設備が130㎞/h走行に対応していない

既存ストックを最大限有効に活用しつつ、

単線区間の部分複線化、線路の曲線改良等を実施

ダイヤ設定の柔軟性向上による
新幹線との接続改善

最高速度120㎞/h→130㎞/h

岡山都市圏の輸送改善

京阪神・九州方面へのｱｸｾｽ向上

本州・四国間の都市間輸送に

おける速達性の向上

到達時分の短縮
・岡山～高松間：約６０分→５０分程度

ダイヤ設定の柔軟性向上
・瀬戸大橋上の強風によるダイヤ乱れからの早期回復
・新幹線等との接続改善

幹線鉄道の高速化

列車の待避・待合せ（約70本/日）
の解消

岡山駅西口再開発事業（岡山市）

・橋上化による新幹線との乗継改善
・東西自由通路の新設による往来の円滑化
通行者数 11,000人／日（Ｈ14）→38,300人／日（Ｈ32）
・併設する商業スペースの整備

1,490㎡増床し計4,650㎡に65店舗が展開（Ｈ18）

新幹線・在来線が一体となった、
広域的な地域間の連携強化・沿線地域の活性化

岡山駅改良（ＪＲ西日本）

相乗効果

・住宅、商業施設、周辺道路等
の整備による複合的市街地
（元町地区 約2.4ha）

沿線のまちづくり等

宇野線・本四備讃線高速化事業

－１５－



○ ＪＲ四国においては、高速バス等との競争力強化のため、在来線の高速化を実施。
○ 一部の路線においては、新型車両を導入し、乗り心地の改善やバリアフリー化など車内の快適性・利便性を向上。

幹線鉄道の利用促進に向けた取組み（四国の事例）

－１６－

＜四国ブロック内の高速化の工事実施状況＞

徳島

高松

岡山

松山

高知

徳島線

高徳線

予讃線

土讃線 牟岐線

予土線
宇和島

海部

伊予市

阿波池田

窪川

今治

多度津

観音寺

丸亀

琴平
鳴門

児島

坂出

2000系振子気動車導入（H2）
8000系振子電車導入（H5）
2000系アンパンマン列車化(H13)
8000系電車設備改善（H18）
・トイレ、出入口等ユニバーサルデザインを

意識した工夫
・四国ゆかりの色での外装 等

車両改善の事例（予讃線）

特急「しおかぜ」（8000系）

予讃線110～120km/h化

土讃線110～120km/h化

土讃線120km/h化

宇多津～丸亀間複
線化

高徳線130km/h化

徳島線110km/h化

牟岐線110km/h化

高松～多度津間輸送改善工事

※速度は最高速度

予讃線電化
予讃線130km/h化
※但し、表定速度は、
高松～松山 77.8km
松山～宇和島 72.7km
岡山～松山 77.5km

＜所要時間＞ ＜本数＞
４時間４分(S63.4) ８本(H2)

↓ ↓
３時間３９分(H20.4) １５本(H19)

（参考）高速バス 所要時間：5時間15分、本数：20本

→高速道路開通による輸送量の減少は、四国の他の線区と
比較して、22％減(H2→H18)と小幅にとどまっている。
※（参考）大阪・天王寺ブロック～高松ブロック 62％減(H2→H18)

新大阪～松山間

効果（予讃線）



○ 幹線鉄道により、地域にとっても、観光振興、雇用・修学機会の拡大等の効果が期待。

地域の活性化に向けた取組み（九州などの事例）

－１７－

<ブロック域内における地域活性化の事例>
<ブロックをまたいだ
地域活性化の事例>

至枕崎

新八代駅～人吉駅間
特急「九州横断特急」
(別府～人吉)７本
特急「くまがわ」
(熊本～人吉)５本

新幹線アクセス輸送路線図

ＪＲ九州の取組

電動レンタサイクル
「楽チャリ」

鉄道を使った具体的送客
（新幹線のみならず、周辺の在来特急を含めて「面」として構成）

タ
イ
ア
ッ
プ

ＪＲ東日本の「大人の休日」

○ 会員への特典として、平成
17年からフリーパスタイプの
「※大人の休日倶楽部パス」に
ＪＲ北海道管内の函館エリアとＪＲ
西日本管内の北陸エリアの路線
を利用可能とした。

○ また、平成18年からＪＲ東日本
管内に加え、ＪＲ北海道管内の利
用においても運賃・料金への「大
人の休日倶楽部割引」適用を追
加した。

※平成18年度設定より「大人の休
日倶楽部会員パス」に改称

『さすが南九州格付けガイド』の
発刊をはじめとする情報発信等、
南九州観光振興へ向けた取組を実施

＜大改修＞
・霧島神宮駅 ・隼人駅 ・指宿駅
※その他、人吉、吉松等８駅を小改修

＜大改修＞
・霧島神宮駅 ・隼人駅 ・指宿駅
※その他、人吉、吉松等８駅を小改修

霧島温泉駅

至新八代

九
州
新
幹

線
日豊本線

至宮崎

至新八代

鹿児島中央駅
～霧島神宮･国分駅間
特急「きりしま」１５往復
（国分駅間4往復含む）

肥薩線

指
宿
枕
崎
線

肥
薩
線

いさぶろう・しんぺい

鹿児島中央駅～指宿駅間
特別快速「なのはなＤＸ」
毎日 ４往復

隼人駅

吉松駅

人吉駅

鹿児島中央駅～吉松駅間
特急「はやとの風」２往復

特急はやとの風

特別快速 なのはなDX

◆観光駅のリニューアル

指宿駅

喜入駅

定期観光バス

周遊バス

観光タクシー

駅レンタカーのある
駅

路線バス

国分駅

鹿児島
中央駅

えびの
高原

霧島
温泉

霧島
神宮

霧 島
神宮駅

人吉駅～吉松駅間
「いさぶろう」(人吉→吉松)
「しんぺい」(吉松→人吉)

南九州観光調査
開発委員会

ＪＲ九州

旅行業者・航空会社

自治体

九州運輸局

市民団体

マスコミ

等知覧

指宿
温泉

広くブロック域内の観光振興を図るという観点から、ＪＲ旅客会社が自治体、地元経済界
等と一体となって、幹線鉄道ネットワークづくり、情報発信、キャンペーン等を展開し、鉄
道利用の促進、利便性向上を図る取組みが行われている。

鉄道利用促進の観点から、ブ
ロック（ＪＲ会社エリア）をまたぐよ
うな観光商品の設定等の取組み
も行われている。



北海道・四国・九州ブロックにおける幹線鉄道をとりまく状況

＜行政の取り組み＞
○税制措置
三島特例：ＪＲ三島会社の所有又は借り受け資産に係る固定資産税等の課税標準を１／２に軽減
承継特例：ＪＲ三島・貨物会社が国鉄から承継した資産に係る固定資産税等の課税標準を３／５に軽減

（承継した資産のうち三島特例対象となるものについては、課税標準をさらに１／２）
○経営安定基金の運用益確保措置

－１８－

○ 北海道、四国、九州ブロックにおける経営環境が悪化する中、域内の幹線鉄道輸送を担うＪＲ北海道・ＪＲ四
国・ＪＲ九州においては、鉄道ネットワークを維持・改善するため、様々な経営努力を行っている。
○ 行政としても、各社への支援措置を通じて、引き続きこれらの地域の幹線輸送ネットワークの維持・改善に貢
献していく必要。

・三島の高速道路の整備(S62→H17)
642㌔→1,774㌔(約2.8倍)

・全国平均を上回る人口減少(H12→H42)
全国100→92.6 三島100→86.5

・輸送人㌔の減少(H4→H17)
▲9%(百万人㌔15,506→14,105)

・新駅の設置数 （S62以降）
71駅を新たに設置（駅数約1,300駅）

・新造車両数 （S62以降) 約1,650両
(保有車両約3,200両のうち約半数)

・列車本数の増加 (S62→H17)
2,523本→4,269本（約1.7倍）

・地域住民の移動手段の確保
輸送密度4,000人未満の路線が
約５割

・職員数の削減 (S62→H17) 
▲38%(32,320人→20,148人）

・営業費用の削減 (S62→H17)
▲10%(3,545億円→3,195億円)

一方、安全投資は増加 (S62→H17)
120億円→153億円(約1.3倍)

鉄道をめぐる厳しい経営環境
輸送サービスの改善・地域へ
の貢献

経営努力（ＪＲ北海道
・ＪＲ四国・ＪＲ九州）



－１９－

北海道・四国・九州ブロックにおける幹線鉄道をとりまく状況（参考：各社の経営状況）

○ 北海道、四国、九州地区における幹線輸送を担う、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ九州の３社とも、首都圏のような営業基盤を有
していないため、本業である鉄道事業及び全事業ともに営業赤字を計上している。

これを経営安定金運用益で埋め合わせることにより、経常損益では黒字計上となっており、近年はその傾向が定着しつつ
ある。なお、３社とも固定資産税の軽減措置等の下支え措置が講じられており、経常利益の計上に大きく寄与しているところ
である。

○ 低金利の長期化により経営安定基金運用益が大幅に低下。
 Ｊ Ｒ 北 海 道 の 経 常 損 益 の 推 移

△ 22 △ 12

2 16 20 13 5 1

△ 14 △ 35 △ 36
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（億円）
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営業損益

 Ｊ Ｒ 四 国 の 経 常 損 益 の 推 移
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 Ｊ Ｒ 九 州 の 経 常 損 益 の 推 移
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モーダルシフトの担い手としての役割が期待される鉄道貨物輸送

○ 鉄道貨物輸送のCO２排出量は営業用トラックの約１／７であり、京都議定書目標達成計画においても鉄道へのモーダル
シフトによるＣＯ２排出量削減が位置づけられている。

○ 一定規模の荷主に省エネの努力義務（エネルギー消費原単位を年平均１％以上低減）が課せられた改正省エネ法が施行、
これを受けた企業の省エネ行動の受け皿としても期待が高まっている。
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７

（輸送機関別のＣＯ２排出量原単位（１トンの貨物を１ｋｍ輸送したときのＣＯ２排出量）、２００５年度）

モーダルシフトは
ＣＯ２排出量削減に有効

＜鉄道へのモーダルシフトの効果＞ ＜鉄道へのモーダルシフトによるCO2排出量削減目標＞
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（出典）：（社）全日本トラック協会「トラック運送事業の賃金実態」各年度

物流業界における若年労働力の減少傾向

○ トラック運転手の高齢化が進展（１９９０年から２００５年にかけて４０、５０代以上の比率が約６０％から約７０％と増加する一方、２０代の
比率が１３．２％から３．５％に減少）。労働力人口全体でみても若年労働力は減少傾向（１５～ ２９歳の労働力人口は２０２５年には２０００
年比で約３１％減少との推計）

○ 若年労働力の減少に対応するため、ドライバーを省力化できる鉄道貨物輸送の活用が期待される。
（長編成貨物列車は、運転手１人で１０トントラック６５台分を運送）

注：グラフ上の数字は労働力人口（万人）、（ ）内は構成割合（％）
（出典）：国立社会保障・人口問題研究所HPより作成

＜トラック運転手の年齢構成の推移＞ ＜労働力人口の推移＞

２００８年２月２９日
日本経済新聞より抜粋

－２１－



＜貨物輸送ネットワークの現状＞

東室蘭
２万トン

仙台
２万トン

静岡
３万５千トン

名古屋
４万１千トン

下関
１万９千トン

○ ＪＲ貨物はＪＲ旅客会社の幹線鉄道ネットワークを活用し、第二種鉄道事業者として鉄道貨物輸送サービスを提供。
（ＪＲ貨物は追加的に発生する経費を負担）

○ ＪＲ旅客会社の鉄道施設を使用しているため、相互に影響し合う関係となっている。 （ダイヤ設定、輸送障害時の影響等）

旅客鉄道の幹線ネットワークを活用した貨物鉄道輸送

－２２－

※全国約２万キロのＪＲ路線のうち、ほぼ半分にあたる
約９，０００㎞において貨物列車が運行。

＜原因別輸送障害件数（平成１８年度）＞
（断面輸送量（平成１８年度平日平均）

568.2974.49列車走行ｷﾛ（百万ｷﾛ）

5.444.38
列車百万ｷﾛ
当たり件数

3089326合計

100644自然災害

107994鉄道外

部外

1.772.52
列車百万ｷﾛ
当たり件数

1004188小計

2863鉄道施設

592151車両

12634鉄道係員

部内

（参考）
ＪＲ旅客

ＪＲ貨物
原 因
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10,054
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10,000
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既存ネットワークのさらなる有効活用

－２３－

東京タ東京タ名古屋タ名古屋タ
吹田信号場吹田信号場

北九州タ北九州タ福岡タ福岡タ 広島タ広島タ

東京貨物ターミナル
～ 吹田信号場
（543.8ｋｍ）

吹田信号場
～ 北九州貨物ターミナル

（5７７．４ｋｍ）

北九州貨物ターミナル
～ 福岡貨物ターミナル

（6７.6ｋｍ）

東海道線鉄道貨物
輸送力増強事業
（平成10年3月開業）
（無利子貸付等）

［効果］
増加輸送力 ７４万㌧／年

山陽線鉄道貨物
輸送力増強事業
（平成19年3月開業）
（国庫補助 ３０％）

［効果］
増加輸送力 ３８万㌧／年

北九州・福岡間鉄道貨物
輸送力増強事業

（平成19年度～22年度予定）
（国庫補助 ３０％）

［効果］
増加輸送力 １７万㌧／年

（見込み）

門司貨物拠点整備事業
（平成14年3月完成）
（国庫補助 ３０％）

＜鉄道貨物輸送力増強への取り組み＞

○ コンテナ列車の長編成化（24両（1200t）→26両(1300t）) による鉄道貨物の輸送力の増強を図るため、東海道線・山陽線に
引き続き、現在、北九州・福岡間についてインフラ整備を進めている。

○ 最も輸送枠の確保が困難とされる東海道・山陽線の場合でも、全日平均で約３割の輸送余力が存在しており、積載率向上
による既存ネットワークのさらなる有効活用に向けた取り組みが課題。そのための拠点整備等の取り組みについても既存の
制度を活用した検討が重要。

100% 84% 77%

14,181

11,851
10,054

（12ftコンテナ
換算個数）

71%

10,969

昼間の余力 昼間及び土日の余力
２０９万トン/年
に匹敵

５６６万トン/年
に匹敵

過
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大
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）
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・
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＜東海道・山陽線における輸送力＞

注１）第１回ＪＲ貨物による輸送品質・更なる役割発揮懇談会（平成１９年３月）資料より

注２）平成１９年３月時点。

注３）「コンテナ列車の実績輸送力」とは、通年で運転している列車に、土日に運休している列車、
繁忙期のみに運転している列車等を加えた輸送力。

（１日に輸送しているコンテナ個数）



荷主ニーズに対応した輸送品質向上に向けた取り組み

○ 昨年から「ＪＲ貨物による輸送品質改善及び更なる役割発揮のための懇談会」を立ち上げ、荷主、利用運送事業者、
ＪＲ貨物等の関係者が一堂に会し、課題解決に向け議論。これを受け、ＪＲ貨物が「ＪＲ貨物による輸送品質改善ア
クションプラン」を作成。

○ 荷主の信頼を得るためには、安全安定輸送に対する信頼性の向上が不可欠。また、荷主ニーズに対応した輸送
品質向上に向け、利用運送事業者と一体となった取り組みが必要。

－２４－

１９年３月 第１回懇談会（立ち上げ）

１６業種にのぼる荷主業界毎に２回ずつヒアリング

「ＪＲ貨物による輸送品質改善アクションプラン」

Ⅰ 鉄道貨物輸送をトータルで捉えて、荷主企業と連携を密にする体制
Ⅱ 荷主にとっての輸送枠のとりやすさに実現、既存インフラの最大活用
及び積載効率の大幅な向上の実現の両立に向けた取り組みの考え方
Ⅲ 業種毎・業種横断のニーズへの対応
Ⅳ エコレールマークの普及促進

１９年６月 第２回懇談会（報告）

２０年４月 第３回懇談会(フォローアップ)

①増送計画への対応ニーズ
②輸送枠のとりにくさの改善ニーズ
（フィーダー隘路区間、幹線区間、曜日別等）
③ロット大型化によるコスト削減ニーズ
④温度管理コンテナの利用改善ニーズ
⑤輸送品質向上・積載効率化ニーズ
⑥安全安定輸送へのニーズ
（特に、輸送障害時の情報提供及び代行輸送等）
⑦リードタイム改善のニーズ、等

業種別ヒアリングで明らか
となった主なニーズ

○安全・安定輸送の実現
○お客様のニーズを反映するための取り組み
○輸送枠を取得しやすくするための取り組み

千葉県C市

東京都Ｆ区

北海道D市

往復のマッチング

Ｂ社乳製品

Ａ社冷凍食品

○ソリューションチームで実現

【異業種同士の組み合わせで往復輸送を実施
し、効率的かつ環境に配慮した物流体系を構
築】

異業種間のお見合いで効率的運用を実現！

○○お客様お客様のニーズを反映するための取組み例のニーズを反映するための取組み例 ＝＝ 「「温度管理コンテナの温度管理コンテナの往復往復マッチングマッチング」」トライアル輸送トライアル輸送

＜C市での集荷状況＞

＜F区での配達状況＞

○ 輸送ニーズに対応する窓口体制として「ＪＲ貨物 Ｉ－ＴＥＭセンター」
を設置し、個々の需要に応じた前広な輸送力調整を実施
○ 列車予約状況を常時把握し、機動的に輸送力を活用する仕組み
を構築

○ 「IT-FRENS & TRACE」システムに蓄積された諸データをニーズにマッチした商品づくり等に活用
○ 利用運送事業者、お客様とのEDI接続により情報を相互に交換

輸送データ

予約データ

ユーザーからの情報収集
（お客様、社内）

デ
ー
タ
活
用

「商品企画」
（輸送ルート）

ＪＲ貨物ＪＲ貨物 II--TEMTEMセンターセンター

個々の需要に応じた
前広な調整の実施

情
報
収
集

車内アナウンス
次駅の停車/通過
確認表示

次駅 停車!!
徐行速度注意!!

車内アナウンス
徐行情報表示

車内アナウンス
発車準備支援

列車位置検出 発車時刻確認!!

ＪＲ貨物アクションプランに基づく取り組みの例

１．「ＪＲ貨物Ｉ－ＴＥＭセンター」の設置

２．「ＩＴ－ＦＲＥＮＳ＆ＴＲＡＣＥ」システムの活用

ＪＲ貨物、全国通運連盟から、取り組み状況について報告
荷主団体からこれらに対する評価、更なる意見・要望

○安全・安定輸送の実現のための取組み例○安全・安定輸送の実現のための取組み例 ＝＝ 運転支援システム導入運転支援システム導入

○輸送枠を取得しやすくするための取組み例○輸送枠を取得しやすくするための取組み例 ＝＝ Ｉ－ＴＥＭセンター等の活用Ｉ－ＴＥＭセンター等の活用

＜Ｄ市での集荷状況＞ ＜Ｅ市での集荷状況＞

北海道Ｅ市

機能① 列車位置の把握により、運転士に対する画像や音声によるサポートを実現
（ヒューマンエラー発生のリスクを低減、安全輸送の実現）

機能② 列車遅延時でも、コンテナ単位での荷物の現在位置
を把握・情報提供可能

「「ITIT--FRENS & TRACEFRENS & TRACE」システム」システム



ＪＲ貨物の経営状況

○ ＪＲ貨物は６期連続の経常黒字となっているが、鉄道事業でみると赤字を計上（▲３９億円）。関連事業の黒字によって経常
黒字を確保。固定資産税の軽減措置等の支援措置による下支えも大きい。

○ 鉄道貨物輸送に期待されている役割を発揮するためには、ＪＲ貨物が経営体質を改善し、そのニーズに適切に対応可能な
体制を構築することが必要。（完全民営化が国鉄改革の目標）
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－２５－

＜ＪＲ貨物の経常損益等の推移＞

＜ＪＲ貨物の新中期経営計画＞

「ニューストリーム２０１１」（２０～２３年度）

安全の確立 安定輸送の確保

マーケットから選
択される良質な
商品作り

徹底したコストダ
ウンによる鉄道
事業の収支改善

前提条件

基本施策

人材の確保と人作り 積極的な設備投資

事業基盤の確立

鉄道特性発揮分野に
おける十分な役割発揮

完全民営化の道筋

数値目標（経営諸元）（１８年度→２３年度（計画値））

○鉄道事業部門営業利益 ▲３９億円 → ２０億円
○経常利益 １５億円 → ７５億円

両立




